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中
国
の
外
資
導
入
に
お
け
る
経
済
技
術
開
発
区
の
役
割

〜
天
津
経
済
技
術
開
発
区
の
紹
介
を
中
心
に
〜

王
　
　
東
明

１
　
は
じ
め
に

二
〇
年
余
り
前
に
、
中
国
の
「
改
革
開
放
」
政
策
が
実
施
さ
れ
る
と
同
時
に
、
外
資
導
入
の
た
め
、
対
外
政
策
の
窓
口
お
よ
び
国

内
経
済
体
制
改
革
の
実
験
場
と
し
て
五
つ
の
経
済
特
区
が
指
定
さ
れ
た
。
一
九
七
九
年
七
月
か
ら
一
九
八
〇
年
一
〇
月
ま
で
に
、
ま

ず
深

、
珠
海
、
汕
頭
（
ス
ワ
ト
ウ
）、
厦
門
（
ア
モ
イ
）
の
四
地
域
に
設
置
さ
れ
、
一
九
八
八
年
四
月
に
、
海
南
島
も
経
済
特
区

と
し
て
指
定
さ
れ
た
。
こ
の
五
つ
の
経
済
特
区
は
「
技
術
の
窓
口
、
管
理
の
窓
口
、
知
識
の
窓
口
、
対
外
政
策
の
窓
口
」
（
１
）

と
い
う
対

外
窓
口
の
役
割
を
果
た
し
、
外
資
導
入
お
よ
び
海
外
の
技
術
・
管
理
経
験
の
吸
収
に
成
果
を
あ
げ
た
。

経
済
特
区
の
波
及
効
果
お
よ
び
そ
の
政
策
の
延
長
線
上
で
、
一
九
八
四
年
か
ら
中
国
政
府
は
大
連
、
秦
皇
島
、
天
津
な
ど
の
沿
海

地
域
を
中
心
に
、
一
定
の
範
囲
を
指
定
し
て
経
済
技
術
開
発
区
を
設
置
し
、
開
発
区
内
の
外
資
系
企
業
（
特
に
生
産
の
輸
出
企
業
）

に
対
し
て
、
経
済
特
区
並
み
の
優
遇
政
策
を
実
施
す
る
こ
と
に
踏
み
切
っ
た
。
今
ま
で
計
三
回
、
四
九
カ
所
で
「
国
家
ク
ラ
ス
」
の

経
済
技
術
開
発
区
が
創
設
さ
れ
た
。
ま
た
、
現
在
経
済
技
術
開
発
区
の
地
域
の
分
布
は
、
沿
海
地
域
は
二
九
カ
所
、
内
陸
部
（
中
部
、

西
部
）
は
二
〇
カ
所
で
あ
る
。
各
地
方
政
府
も
地
方
税
の
免
除
な
ど
の
様
々
な
名
目
で
経
済
開
発
区
を
設
置
し
、
一
時
的
に
「
開
発

区
」
ブ
ー
ム
に
な
っ
た
。
例
え
ば
、
一
九
九
三
年
三
月
、
全
国
で
設
置
さ
れ
て
い
る
「
開
発
区
」
は
計
九
、
〇
〇
〇
カ
所
以
上
、
占



有
地
は
一
万
五
千
平
方
キ
ロ
メ
ー
ト
ル
に
な
り
、「
開
発
区
」
の
乱
立
と
も
指
摘
さ
れ
て
い
る
。
そ
れ
を
受
け
て
、
一
九
九
三
年
四

月
、
国
務
院
は
「
各
種
開
発
区
の
厳
格
な
審
査
認
可
と
整
頓
に
関
す
る
通
知
を
公
布
し
、
開
発
区
の
開
設
に
厳
格
な
規
制
を
実
施
し

た
（
２
）。

開
発
区
の
他
、
現
在
ま
で
に
、
一
五
カ
所
の
保
税
区
、
一
四
カ
所
の
辺
境
経
済
合
作
区
、
一
五
カ
所
の
輸
出
加
工
区
も
設
置
さ

れ
た
。

し
か
し
、「
国
家
ク
ラ
ス
」
の
経
済
技
術
開
発
区
は
経
済
特
区
以
外
の
地
域
で
、
外
資
系
企
業
の
投
資
「
基
地
」
と
な
り
、
各
地

域
の
経
済
発
展
の
新
た
な
「
成
長
源
」
と
し
て
重
視
さ
れ
、
周
辺
地
域
に
も
デ
モ
ン
ス
ト
レ
ー
シ
ョ
ン
効
果
を
も
た
ら
し
て
い
る
。

な
か
で
は
、
特
に
天
津
経
済
技
術
開
発
区
は
、
現
在
中
国
最
大
規
模
の
外
資
系
企
業
で
あ
る
モ
ト
ロ
ー
ラ
（
中
国
）
電
子
有
限
公
司

な
ど
の
外
国
大
企
業
の
投
資
誘
致
に
力
を
入
れ
、
一
六
年
余
り
で
廃
業
さ
れ
た
塩
田
か
ら
全
国
最
大
規
模
の
経
済
技
術
開
発
区
ま
で

に
発
展
し
た
こ
と
が
注
目
さ
れ
て
い
る
。

小
稿
で
は
、
天
津
経
済
技
術
開
発
区
の
発
展
状
況
を
紹
介
し
、
経
済
技
術
開
発
区
の
役
割
お
よ
び
外
資
導
入
政
策
を
み
る
こ
と
に

し
よ
う
。

２
　
天
津
経
済
技
術
開
発
区
の
基
本
状
況

天
津
経
済
技
術
開
発
区
（
以
下
Ｔ
Ｅ
Ｄ
Ａ
と
略
称
）
は
、
一
九
八
四
年
一
二
月
六
日
に
国
務
院
の
承
認
を
得
て
創
設
さ
れ
た
経
済

特
別
区
で
あ
り
、
外
資
系
企
業
に
対
し
て
優
遇
政
策
を
採
る
経
済
地
域
で
あ
る
。
Ｔ
Ｅ
Ｄ
Ａ
は
天
津
市
近
郊
の
中
国
北
方
最
大
の
港

で
あ
る
天
津
新
港
の
近
く
に
あ
り
、
以
前
は
塩
田
で
あ
っ
た
。
Ｔ
Ｅ
Ｄ
Ａ
の
総
面
積
は
三
三
平
方
キ
ロ
メ
ー
ト
ル
で
、
う
ち
金
融
・

貿
易
・
生
活
区
と
工
業
区
は
そ
れ
ぞ
れ
八
平
方
キ
ロ
メ
ー
ト
ル
、
二
五
平
方
キ
ロ
メ
ー
ト
ル
で
あ
る
。
ま
た
、
Ｔ
Ｅ
Ｄ
Ａ
は
今
後
の

発
展
の
た
め
、
開
発
区
以
外
の
所
に
、
天
津
開
発
区
化
学
工
業
区
、
天
津
開
発
区
逸
仙
科
学
工
業
園
お
よ
び
天
津
開
発
区
マ
イ
ク
ロ

（37）



エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
工
業
区
と
い
う
三
つ
の
子
区
を
設
置
し
、
子
区
の
範
囲
内
に
も
開
発
区
の
優

遇
措
置
を
享
受
す
る
。

こ
の
三
つ
の
子
区
に
つ
い
て
、
化
学
工
業
区
で
は
、
そ
の
開
発
予
定
面
積
は
一
〇
平
方
キ
ロ
メ

ー
ト
ル
で
あ
り
、
主
に
海
洋
化
学
工
業
、
石
油
化
学
工
業
、
お
よ
び
精
密
化
学
工
業
な
ど
の
化
学

工
業
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
中
心
に
発
展
し
て
ゆ
く
工
業
区
で
あ
る
。
逸
仙
科
学
工
業
園
は
化
学
工
業

区
と
同
じ
開
発
予
定
面
積
（
一
〇
平
方
キ
ロ
メ
ー
ト
ル
）
で
あ
り
、
主
に
電
子
工
業
や
ハ
イ
テ
ク

産
業
を
重
点
に
開
発
す
る
。
そ
し
て
、
工
業
区
で
は
、
初
期
の
開
発
予
定
面
積
は
一
・
八
平
方
キ

ロ
メ
ー
ト
ル
で
、
マ
イ
ク
ロ
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
を
中
心
に
発
展
す
る
工
業
区
に
な
る
。
こ
の
よ

う
に
、
Ｔ
Ｅ
Ｄ
Ａ
以
外
の
場
所
で
、
化
学
、
電
子
・
マ
イ
ク
ロ
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
お
よ
び
ハ
イ

テ
ク
産
業
を
重
点
的
に
育
て
、
開
発
区
を
拡
大
す
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。

現
在
、
Ｔ
Ｅ
Ｄ
Ａ
の
発
展
状
況
は
表
１
が
示
す
よ
う
に
、
二
〇
〇
〇
年
の
国
内
総
生
産
（
Ｇ
Ｄ

Ｐ
）
は
二
五
六
億
元
、
輸
出
は
三
一
億
米
ド
ル
を
超
え
、
イ
ン
フ
ラ
投
資
は
八
億
元
に
な
っ
た
。
ま
た
一
六
年
間
の
累
積
イ
ン
フ
ラ

投
資
は
九
四
億
元
に
達
し
て
い
る
。

そ
し
て
、
二
〇
〇
〇
年
工
業
製
品
の
売
上
は
七
二
七
・
四
三
億
元
、
前
年
比
二
〇
・
九
％
増
、
う
ち
外
資
系
企
業
の
売
上
は
七
〇

四
・
九
七
億
元
、
前
年
比
二
一
・
五
％
増
に
な
っ
て
い
る
。

二
〇
〇
〇
年
に
実
現
し
た
利
税
額
は
一
一
三
・
四
一
億
元
、
前
年
比
六
五
・
三
％
増
と
大
幅
に
増
え
て
い
る
。
う
ち
利
潤
額
（
正

負
バ
ラ
ン
ス
後
）
は
七
五
・
三
七
億
元
、
前
年
比
六
二
・
四
％
増
、
税
収
は
三
八
・
〇
四
億
元
、
前
年
比
七
一
・
七
％
増
に
な
っ
て

い
る
。

（38）

表１　天津経済技術開発区の基本状況

（出所）天津経済技術開発区発展計画局『天津経済技術
開発区発展報告（2000）』より作成。

年 国内総生産
（億元）

輸出
(億米ドル)

インフラ投資
（億元）

1996 131.01 14.50 11.94
1997 153.63 20.04 16.55
1998 180.11 20.81 15.31
1999 208.45 25.54 10.38
2000 256.44 31.08 8.11



そ
の
他
、
財
政
収
入
は
九
九
年
の
三
二
・
六
六
億
元
か
ら
二
〇
〇
〇
年
の
四
九
・
五
三
億

元
ま
で
に
増
加
し
、
前
年
比
五
一
・
七
％
増
え
た
。
開
発
区
の
就
業
人
数
は
一
九
万
人
を
超

え
て
い
る
。

３
　
外
資
導
入
の
状
況

Ｔ
Ｅ
Ｄ
Ａ
の
外
資
導
入
の
状
況
に
つ
い
て
は
、
二
〇
〇
〇
年
末
現
在
、
少
な
く
と
も
六
四

の
国
・
地
域
の
三
、
三
一
五
社
の
外
資
系
企
業
は
開
発
区
内
に
投
資
し
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
投

資
総
額
は
一
四
九
・
七
億
米
ド
ル
に
な
っ
た
。
累
積
投
資
額
（
契
約
ベ
ー
ス
）
は
一
二
四
億

米
ド
ル
を
超
え
、
実
質
ベ
ー
ス
は
六
七
億
米
ド
ル
に
達
し
て
い
る
。
そ
の
う
ち
、
投
資
額
が

一
、
〇
〇
〇
万
米
ド
ル
を
超
え
る
企
業
は
二
一
六
社
、
一
億
米
ド
ル
を
超
え
る
企
業
は
一
一

社
に
な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
外
資
系
企
業
は
主
に
電
子
・
電
気
（
約
四
割
）、
食
品
、
機
械

お
よ
び
製
薬
な
ど
の
業
種
に
投
資
し
て
い
る
（
表
２
）。
国
・
地
域
別
の
投
資
額
を
み
れ
ば
、
米
国
が
最
も
多
い
投
資
国
と
な
っ
て

い
る
。
そ
の
次
に
、
香
港
、
韓
国
、
バ
ー
ジ
ン
諸
島
（
イ
ギ
リ
ス
領
）
お
よ
び
日
本
な
ど
の
国
・
地
域
は
比
較
的
投
資
額
が
多
い

（
表
３
）。
特
に
、
米
国
の
モ
ト
ロ
ー
ラ
（
中
国
）
電
子
有
限
公
司
は
、
最
初
の
一
・
二
億
ド
ル
の
投
資
額
か
ら
、
現
在
ま
で
に
追
加

的
投
資
額
が
三
〇
億
ド
ル
に
達
し
、
全
国
最
大
規
模
の
外
資
系
企
業
に
な
っ
た
。
現
在
、
同
社
の
年
間
利
益
は
約
五
〇
億
元
（
六
億

米
ド
ル
）、
中
央
・
地
方
政
府
に
納
め
た
税
金
も
約
五
〇
億
元
に
な
っ
て
い
る
。
モ
ト
ロ
ー
ラ
社
の
影
響
で
、
米
国
（L

ucent

T
echnologies,E

m
erson

E
lectric

な
ど
）、
韓
国
（
三
星
、
現
代
グ
ル
ー
プ
な
ど
）
お
よ
び
日
本
（
松
下
電
気
、
ヤ
マ
ハ
な
ど
）
な

ど
の
電
子
・
電
気
メ
ー
カ
ー
も
Ｔ
Ｅ
Ｄ
Ａ
に
投
資
し
た
。
現
在
、
開
発
区
は
携
帯
電
話
、
半
導
体
な
ど
の
生
産
基
地
に
な
り
つ
つ
あ

（39）

表２　天津経済技術開発区の業種別外国直接投
資額（2000年）

（出所）天津経済技術開発区発展計画局『天津経済技術開
発区発展報告（2000）』より作成。

項目 直接投資額（億米ドル） 比率（％）
電子・電気 51.07 38.2
食品 12.29 9.2
機械 9.29 6.9
化学工業 7.20 5.4
製薬 4.38 3.3
その他 49.64 37.0
合計 133.87 100.0



り
、「
中
国
携
帯
電
話
の
都
」
と
も
称
す
る
よ
う
に
な
っ
て
い
る
。
例
え
ば
、

今
年
の
上
半
期
に
、
天
津
市
の
電
子
産
業
の
売
上
は
二
四
四
・
八
億
元
、
利

益
は
二
五
・
三
億
元
に
達
し
、
利
益
の
九
八
％
は
Ｔ
Ｅ
Ｄ
Ａ
か
ら
得
て
い
る
。

な
か
に
は
、
特
に
モ
ト
ロ
ー
ラ
社
の
貢
献
度
が
高
い
で
あ
ろ
う
。

４
　
モ
ト
ロ
ー
ラ
（
中
国
）
電
子
有
限
公
司
の
苦
情
処
理

モ
ト
ロ
ー
ラ
社
の
中
国
投
資
は
、
外
資
系
企
業
の
成
功
モ
デ
ル
と
し
て
他

の
外
資
系
企
業
に
一
定
の
波
及
効
果
を
も
た
ら
し
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。

同
社
が
ス
ム
ー
ズ
に
生
産
規
模
を
拡
大
し
、
利
益
を
計
上
し
て
い
る
こ
と
は
、

当
時
の
Ｔ
Ｅ
Ｄ
Ａ
管
理
委
員
会
主
任
の
葉
迪
生
氏
（
九
二
年
か
ら
天
津
市
副

市
長
、
現
在
全
国
僑
聯
副
主
席
、
天
津
市
政
府
対
外
経
済
顧
問
）
の
サ
ポ
ー

ト
と
密
接
に
関
連
し
て
い
る
と
報
道
さ
れ
て
い
る
（
３
）。

葉
氏
は
電
子
工
学
を
専

攻
し
て
い
る
エ
ン
ジ
ニ
ア
で
あ
り
、
国
有
企
業
の
工
場
長
を
経
て
、
八
四
年

一
二
月
に
Ｔ
Ｅ
Ｄ
Ａ
を
創
設
し
た
と
き
の
管
理
委
員
会
の
初
代
主
任
に
任
命

さ
れ
た
。

開
発
区
は
創
設
当
初
、
天
津
市
の
近
郊
に
廃
業
さ
れ
た
塩
田
だ
け
を
有
し
、
政
府
投
資
が
ゼ
ロ
元
の
下
で
、
四
〇
名
の
ス
タ
ッ
フ

で
少
額
の
銀
行
融
資
（
中
央
政
府
か
ら
三
・
七
億
元
の
低
利
ロ
ー
ン
、
天
津
市
か
ら
四
〇
万
元
の
給
与
支
払
金
）
か
ら
運
営
ス
タ
ー

ト
し
た
。
こ
の
よ
う
な
投
資
環
境
、
特
に
イ
ン
フ
ラ
整
備
が
他
の
開
発
区
と
比
べ
る
と
、
あ
ま
り
有
利
で
は
な
い
情
況
の
下
で
、

（40）

表３　天津経済技術開発区の国別累積投資額（契約ベース、
2000年）

（出所）天津経済技術開発区発展計画局『天津経済技術開発区発展報告（2000）』
より作成。

国・地域 直接投資額（億米ドル） 比率（％）
米国 40.93 36.6
香港 16.72 15.0
韓国 12.56 11.2
バージン諸島（イギリス領） 7.90 7.1
日本 6.17 5.5
シンガポール 3.66 3.3
カイマン群島 3.49 3.1
台湾 3.34 3.0
イギリス 2.79 2.5
デンマーク 2.27 2.5
その他 11.52 10.2
合計 111.35 100.0



「
投
資
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
生
命
線
だ
」、「
投
資
者
は
帝
王
だ
」
と
い
う
言
葉
で
開
発
区
の
ス
ロ
ー
ガ
ン
と
し
て
打
ち
出
し
、
外
資
の
誘

致
と
行
政
サ
ー
ビ
ス
に
力
を
入
れ
て
い
る
。
葉
氏
は
開
発
区
管
理
委
員
会
の
主
任
に
着
任
し
た
後
、
自
分
が
熟
通
し
て
い
る
外
国
の

電
子
メ
ー
カ
ー
の
投
資
誘
致
に
懸
命
に
走
っ
て
い
る
。
特
に
、
モ
ト
ロ
ー
ラ
社
の
投
資
交
渉
は
難
し
か
っ
た
。
同
社
と
の
交
渉
は
五

年
間
か
か
り
、
葉
氏
だ
け
は
計
八
回
を
米
国
に
渡
っ
て
交
渉
し
、
結
局
交
渉
成
立
に
成
功
し
た
。
同
社
最
初
の
一
・
二
億
米
ド
ル
の

投
資
額
は
当
時
中
国
最
大
の
外
資
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
な
っ
た
。

外
資
を
導
入
し
て
、
現
地
化
生
産
が
始
ま
る
と
、
様
々
な
労
資
関
係
お
よ
び
外
国
と
異
な
る
社
会
的
慣
習
に
関
す
る
苦
情
を
発
生

す
る
の
は
当
然
な
こ
と
で
あ
り
、
開
発
区
管
理
委
員
会
は
こ
の
よ
う
な
苦
情
処
理
に
一
生
懸
命
努
力
し
て
い
る
。
特
に
、
モ
ト
ロ
ー

ラ
社
は
一
六
億
米
ド
ル
の
半
導
体
工
場
に
追
加
投
資
す
る
際
、
ト
ラ
ブ
ル
が
発
生
し
た
。
こ
れ
は
新
し
い
工
場
の
生
産
ラ
ン
を
稼
動

す
る
た
め
、
工
場
側
は
一
二
〇
名
の
中
国
人
エ
ン
ジ
ニ
ア
を
選
ん
で
米
国
に
技
術
研
修
さ
せ
、
三
、
四
年
間
の
研
修
期
間
を
終
了
し

た
と
き
、
一
部
の
研
修
生
は
米
国
で
結
婚
し
た
り
、
子
供
を
生
ん
だ
り
す
る
と
、
天
津
の
工
場
に
戻
り
た
く
な
い
と
い
う
ト
ラ
ブ
ル

が
発
生
し
た
。
こ
の
際
、
も
し
一
部
の
研
修
生
が
帰
国
し
な
い
と
、
工
場
の
生
産
ラ
ン
は
予
定
通
り
に
稼
動
で
き
な
く
な
る
と
い
う

事
態
が
発
生
す
る
。
そ
の
際
、
葉
氏
は
米
国
に
飛
び
、
自
分
の
人
生
経
験
や
愛
国
心
を
も
っ
て
、
モ
ト
ロ
ー
ラ
側
の
説
得
に
応
じ
な

か
っ
た
研
修
生
た
ち
を
懸
命
に
説
得
し
、
ま
た
工
場
と
の
労
働
契
約
を
満
期
し
た
後
の
出
国
自
由
を
保
証
す
る
か
た
ち
で
、
研
修
生

全
員
を
帰
国
さ
せ
、
生
産
ラ
イ
ン
を
計
画
通
り
に
稼
動
さ
せ
た
こ
と
で
話
題
を
呼
ん
で
い
る
。

そ
の
意
味
で
、
外
資
導
入
に
関
し
て
は
、
税
金
、
土
地
使
用
料
な
ど
の
外
部
投
資
環
境
は
も
ち
ろ
ん
重
要
で
あ
り
、
以
上
の
よ
う

な
労
資
に
関
す
る
ト
ラ
ブ
ル
が
発
生
し
た
と
き
の
苦
情
処
理
お
よ
び
行
政
側
の
サ
ー
ビ
ス
・
サ
ポ
ー
ト
も
欠
か
せ
な
い
と
考
え
ら
れ

る
。
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５
　
外
資
系
企
業
の
優
遇
措
置

「
国
家
ク
ラ
ス
」
の
経
済
技
術
開
発
区
は
外
資
系
企
業
に
対
し
て
、
法
人
所
得
税
や
土
地
使
用
料
な
ど
の
面
に
お
い
て
、
基
本
的

に
は
経
済
特
区
と
ほ
ぼ
同
じ
よ
う
な
優
遇
措
置
を
採
っ
て
い
る
。
例
え
ば
、
一
九
九
四
年
ま
で
に
、
大
中
型
国
有
企
業
に
対
し
て
、

法
人
所
得
税
率
は
五
五
％
を
徴
収
し
た
が
、
外
資
系
企
業
に
対
し
て
は
三
三
％
と
い
う
税
率
で
徴
収
し
て
い
る
。
う
ち
地
方
所
得
税

の
部
分
（
三
％
）
が
免
除
さ
れ
る
こ
と
が
多
い
た
め
、
実
際
の
税
率
は
三
〇
％
に
な
っ
て
い
る
。
さ
ら
に
、
経
済
特
区
と
経
済
技
術

開
発
区
の
外
資
系
企
業
（
経
済
技
術
開
発
区
な
ら
製
造
企
業
な
ど
生
産
型
企
業
に
限
る
）
に
対
し
て
は
、
一
五
％
の
法
人
所
得
税
率

を
設
定
し
て
い
る
。
そ
の
う
ち
、
経
営
期
限
が
一
〇
年
以
上
の
生
産
型
外
資
系
企
業
に
つ
い
て
は
、
ま
た
「
二
免
三
減
」（
利
益
が

出
た
最
初
の
二
年
間
は
免
税
、
そ
の
後
の
三
年
間
は
税
金
半
減
）
の
優
遇
措
置
を
採
っ
て
い
る
。
輸
出
型
企
業
と
認
定
さ
れ
た
外
資

系
企
業
に
つ
い
て
は
、
一
定
の
条
件
を
満
た
す
場
合
、
免
税
期
間
を
過
ぎ
て
も
引
き
続
き
一
五
％
の
法
人
所
得
税
率
が
適
用
さ
れ
る
。

経
済
特
区
と
経
済
技
術
開
発
区
の
外
資
系
企
業
に
対
し
て
、
法
人
所
得
税
率
は
一
〇
％
に
低
減
さ
れ
る
。
ま
た
、
先
進
技
術
企
業
で
、

免
税
期
間
を
過
ぎ
て
も
同
じ
業
務
内
容
で
あ
る
企
業
に
対
し
て
は
、
三
年
間
ま
で
七
・
五
％
の
税
率
を
延
長
し
て
法
人
所
得
税
率
を

納
め
る
こ
と
が
で
き
る
（
４
）。

ま
た
、
天
津
経
済
技
術
開
発
区
は
再
投
資
の
外
資
系
企
業
に
対
し
て
様
々
な
優
遇
お
よ
び
土
地
使
用
料
の
一
般
公
表
価
格
の
三
割

低
価
で
購
入
で
き
る
な
ど
の
措
置
を
採
っ
て
い
る
（
５
）。

以
上
の
よ
う
に
、
経
済
技
術
開
発
区
は
、
外
資
系
企
業
に
対
し
て
経
済
特
区
並
み
の
優
遇
措
置
を
採
っ
て
い
る
。
開
発
区
以
外
の

地
域
と
比
べ
る
と
か
な
り
有
利
な
投
資
条
件
で
あ
る
こ
と
が
わ
か
る
。
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６
　
む
す
び
に
か
え
て

今
年
五
月
ま
で
に
、
既
に
三
七
万
社
以
上
の
外
資
企
業
は
中
国
に
投
資
し
、
実
質
ベ
ー
ス
で
累
積
対
中
直
接
投
資
額
は
三
、
六
〇

〇
億
ド
ル
を
超
え
（
６
）、

中
国
は
「
世
界
の
工
場
」
に
な
り
つ
つ
あ
る
と
報
道
さ
れ
て
い
る
。
特
に
、
今
後
大
き
な
市
場
に
成
長
す
る
と

予
測
さ
れ
る
情
報
産
業
（
中
国
の
移
動
電
話
は
一
・
二
〇
六
億
台
、
米
国
を
超
え
る
）
に
対
し
て
、
以
上
紹
介
し
た
天
津
経
済
技
術

開
発
区
に
大
規
模
な
投
資
を
し
た
モ
ト
ロ
ー
ラ
な
ど
の
外
国
の
大
企
業
は
関
心
度
が
高
い
。
ま
た
、
近
年
、
多
く
の
日
本
電
機
メ
ー

カ
ー
も
生
産
ラ
イ
ン
を
中
国
に
移
転
し
、
国
内
産
業
の
「
空
洞
化
」
現
象
を
も
た
ら
し
、
雇
用
は
深
刻
な
問
題
に
な
っ
て
い
る
。

以
上
み
て
き
た
よ
う
に
、
経
済
技
術
開
発
区
は
経
済
特
区
以
外
の
地
域
で
外
資
導
入
に
大
き
な
役
割
を
果
た
し
た
が
、
一
方
、
大

量
の
外
資
系
企
業
は
経
済
特
区
や
経
済
技
術
開
発
区
に
経
営
活
動
を
す
る
と
、
様
々
な
優
遇
措
置
を
享
受
し
、
中
国
の
国
内
企
業
に

対
し
て
、
競
争
の
不
平
等
が
起
こ
っ
て
い
る
。
最
近
、
国
内
企
業
は
外
資
系
企
業
に
対
し
て
、
内
国
民
待
遇
を
す
る
よ
う
に
訴
え
て

い
る
。
特
に
、
中
国
の
Ｗ
Ｔ
Ｏ
加
盟
後
は
、
外
資
系
企
業
に
対
す
る
優
遇
措
置
を
ど
う
す
る
か
が
重
要
な
課
題
に
な
る
で
あ
ろ
う
。

ま
た
、
天
津
経
済
技
術
開
発
区
の
外
資
導
入
の
現
状
を
み
る
限
り
、
同
開
発
区
は
大
企
業
の
誘
致
に
力
を
入
れ
、
外
国
の
中
小
企
業

の
受
け
入
れ
に
関
心
が
薄
く
、
今
後
経
済
の
新
た
な
「
成
長
源
」
と
し
て
中
小
外
資
企
業
の
導
入
に
も
一
定
の
配
慮
が
必
要
に
な
る

の
で
は
な
い
か
と
思
わ
れ
る
。

注
（
１
）

小
平
の
言
葉
。
朴
貞
東
『
経
済
特
区
の
総
括
』
新
評
論
、
一
九
九
六
年
、
二
六
ペ
ー
ジ
を
参
考
。

（
２
）

中
央
政
府
が
承
認
し
た
四
九
カ
所
の
「
国
家
ク
ラ
ス
」
の
経
済
技
術
開
発
区
の
う
ち
、
上
海
浦
東
新
区
、
蘇
州
工
業
園
区
お
よ
び
大

開

発
区
の
三
カ
所
は
「
経
済
技
術
開
発
区
」
の
名
称
と
し
て
い
な
い
が
、
経
済
技
術
開
発
区
の
政
策
を
実
施
し
て
い
る
。
劉
佩
瓊
編
（
上
原

一
慶
監
訳
）『
中
国
経
済
全
情
報
』
同
朋
舎
出
版
、
一
九
九
五
年
、http://w

w
w

.m
oftec.gov.cn/

を
参
照
。

（
３
）

孟
暁
雲
「
不
変
的
情
懐
―
記
全
国
僑
聯
副
主
席
、
天
津
市
政
府
対
外
経
済
顧
問
葉
迪
生
」『
人
民
日
報
（
海
外
版
）』
二
〇
〇
一
年
八
月
三
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一
日
を
参
照
。

（
４
）

Ｔ
Ｅ
Ｄ
Ａ
『
天
津
経
済
技
術
開
発
区
投
資
マ
ニ
ュ
ア
ル
』、
海
老
名
誠
・
伊
藤
信
悟
・
馬
成
山
『
Ｗ
Ｔ
Ｏ
加
盟
で
中
国
経
済
が
変
わ
る
』
東

洋
経
済
新
報
社
、
二
〇
〇
〇
年
を
参
考
。

（
５
）

Ｔ
Ｅ
Ｄ
Ａ
『
天
津
経
済
技
術
開
発
区
投
資
マ
ニ
ュ
ア
ル
』
を
参
考
。

（
６
）

『
人
民
日
報
（
海
外
版
）』
二
〇
〇
一
年
六
月
一
五
日
。

（
７
）

『
人
民
日
報
（
海
外
版
）』
二
〇
〇
一
年
九
月
二
二
日
な
ど
を
参
考
。

参
考
文
献（

１
）

天
津
経
済
技
術
開
発
区
発
展
計
画
局
『
天
津
経
済
技
術
開
発
区
発
展
報
告
（
二
〇
〇
〇
）』。

（
２
）

Ｔ
Ｅ
Ｄ
Ａ
『
天
津
経
済
技
術
開
発
区
投
資
マ
ニ
ュ
ア
ル
』。

（
３
）

孟
暁
雲
「
不
変
的
情
懐
―
記
全
国
僑
聯
副
主
席
、
天
津
市
政
府
対
外
経
済
顧
問
葉
迪
生
」『
人
民
日
報
（
海
外
版
）』
二
〇
〇
一
年
八
月
三

一
日
。

（
４
）

二
〇
〇
一
年
八
月
の
天
津
経
済
技
術
開
発
区
の
訪
問
記
録
。

（
５
）

劉
佩
瓊
編
（
上
原
一
慶
監
訳
）『
中
国
経
済
全
情
報
』
同
朋
舎
出
版
、
一
九
九
五
年
。

（
６
）

朴
貞
東
『
経
済
特
区
の
総
括
』
新
評
論
、
一
九
九
六
年
。

（
７
）

海
老
名
誠
・
伊
藤
信
悟
・
馬
成
山
『
Ｗ
Ｔ
Ｏ
加
盟
で
中
国
経
済
が
変
わ
る
』
東
洋
経
済
新
報
社
、
二
〇
〇
〇
年
。

（
８
）

http://w
w

w
.teda.gov.cn/

（
９
）

http://w
w

w
.m

oftec.gov.cn/

（
お
う
　
と
う
め
い
・
主
任
研
究
員
）
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